
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 その他

障がい者福祉事業 3,809,773 1,434,063 846,533 55,603 1,473,574 292,834

高齢者福祉事業 288,897 546 87,961 21,272 179,118 35,594

児童福祉事業 6,741,379 3,254,515 918,247 211,848 2,356,769 468,344

母子福祉事業 101,872 6,493 46,119 54 49,206 9,779

生活保護扶助事業 1,103,817 818,005 15,951 0 269,861 53,629

その他の社会福祉事業 92,479 37,960 5,945 6,279 42,295 8,405

小  計 12,138,217 5,551,582 1,920,756 295,056 4,370,823 868,585

介護保険事業特別会計繰出金 1,212,951 39,493 19,746 0 1,153,712 229,269

国民健康保険保険事業特別会計繰出金 599,390 106,460 292,814 0 200,116 39,768

その他の社会保険事業 1,438,447 0 0 0 1,438,447 285,853

小  計 3,250,788 145,953 312,560 0 2,792,275 554,890

病院事業会計繰出金 1,493,695 0 0 3,241 1,490,454 296,188

疾病予防事業 506,809 20,343 2,766 4,431 479,269 95,242

その他の保健衛生事業 211,679 712 493 1,925 208,549 41,443

小  計 2,212,183 21,055 3,259 9,597 2,178,272 432,873

17,601,188 5,718,590 2,236,575 304,653 9,341,370 1,856,348

社会福祉

社会保険

保健衛生

合  計

消費税引上げ分に係る地方消費税交付金の使途（令和７年度決算）

平成26年4月1日より消費税率が5％から8％、令和元年10月1日より消費税率が8％から10％に引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分
については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てることとされています。
下表のとおり、本市の社会保障施策への充当状況について公表します。

区分 事　　業　　名 事業費

財　源　内　訳

一般財源
一般財源のうち

地方消費税交付金
(社会保障財源化分)


